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内部統制システムの整備に関する基本方針について 

 

当社は平成 23 年 5 月 25 日の取締役会において、内部統制システムの整備に関する

基本方針について、下記の通り決議しましたので、お知らせ致します。 

 

１. 取締役及び使用人の職務執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制 

当社は、コンプライアンス全体を統括する組織として内部監査室を設けております。コンプラ

イアンスに関する体制を整備するため規程の制定、委員会の設置、取締役並びに従業員への

企業倫理及び遵法精神に基づく企業行動の徹底を図るために教育を実施し、特に管理職に対

しては「AIREX 行動規範解説書」を作成配布し、いくつかの状況の想定リスクをあげ業務運営

にあたるよう意識付けをしてまいります。なお、「AIREX 行動規範解説書」は、法令や社会環境

等の変化に応じ、随時これを見直すものとします。 

また複数の顧問弁護士と連絡を密にしてその都度相談を行っており、法令等の遵守に努め

ております。 

更に、セキュリティ関連では専門プロジェクトにより、ＩＳＭＳを取得し、システム開発企業とし

て重要な課題である情報セキュリティについて、万全な体制を構築します。 

  加えて、市民社会の秩序や安全に脅威を与える反社会的勢力とは一切の関係を遮断する

とともに、反社会的勢力に対しては、警察等の外部専門機関と緊密に連携し、法的対応も含め、

全社をあげて毅然とした態度で対応します。 
 

２. 損失の危険の管理に関する規程その他の体制 

  当社は業務執行に関し、損益、資産効率、品質、災害等の状況が正確に且つタイムリーに

取締役会に報告される体制を整備し、リスクの早期発見、損失の極小化を図ってまいります。  

そのためにリスクに関する規程を定め、全社的なリスク管理の把握・評価を行います。 

また、リスクが現実化し、緊急の際はリスクを回避するため、取締役や管理職に対し緊急招

集をかける体制をとっております。 

 

３. 取締役の職務執行が効率的に行われることを確保するための体制 

  当社は定例の取締役会を毎月 1 回開催することはもとより、必要に応じ臨時の取締役会を

開催し、定款及び「取締役会規程」に定める事項について、重要事項の決定並びに各取締役

の所管業務の執行状況の監督等を機動的に行っております。 

業務運営については、経営計画及び年度毎予算計画を立案し目標設定をしており、月次で

実行状況をチェックしております。各部門においては個別実行計画を立案し効率的運営を図っ

ております。 

 

 



当社は、事業計画達成のために定例のグループ経営会議を毎月 1 回開催しております。厳

しい経営環境の下、迅速に対応するため、平成 16 年 12 月の株主総会において定款変更を行

い、取締役の任期を 1 年に変更し取締役の職務執行の効率性を求めております。 

また、業務執行上の意思決定は、取締役会決議を除き、「職権権限規程」に定める職務権限

及び手続きに従い、社長、取締役及び部門長が行います。 
 

４. 取締役の職務の執行に関わる情報の保存及び管理に関する体制 

  当社は法令及び社内規程に従い、定款・規程・議事録等文書その他情報について適切な保

存管理を行っており、必要に応じて閲覧可能な状態を維持します。また、重要書類については

「文書保存管理規程」に従い、保存期間を定め、規程を整備してまいります。 
 

５. 当企業集団における業務の適正を確保するための体制 

  企業集団における各企業の情報交換・人事交流を積極的に行い、連携を強化します。 

また、企業集団における各企業の規模・内部管理体制の整備状況を勘案し、親会社の企

業行動規範・リスク管理規程等を適宜準用し、合理的なシステムの構築に努めます。 

更に、グループ子会社と連結決算等の観点から定例のグループ経営会議を毎月 1 回開催し

ております。 
 

６. 監査役の職務を補助すべき使用人及び取締役からの独立性に関する体制 

  監査役の業務を補佐する専任部署として監査役室を設置しております。補助する者は当社

の従業員から任命し、任命・解任・人事考課・異動等については監査役会の協議を必要とする

こととします。 
 

７. 取締役及び使用人が監査役に報告するための体制及び監査が実効的に行われることを確保

するための体制 

  取締役は会社に著しい損害を及ぼす恐れのある事実があることを発見した時は、法令に従

い直ちに監査役に報告する体制にします。 

  監査役は、月 1 回の監査役会を開催するほか、常勤監査役は取締役会等の重要な意思決

定及び業務の執行状況を把握するため、重要な会議に出席するとともに、取締役及び従業員

から定例的に報告、説明を求めることとします。 

また、当社の会計監査人から会計監査の説明を受けるとともに連携を図ります。 

 

以  上 


